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株式会社アドバンスト・メディア 

GPT-3.5/4 を活用した要約システムを開発し、取手市にて 7月上旬に試行開始 

AI 音声認識 AmiVoice®搭載の議事録ソリューションで作成した議事録を簡単要約 

～議会の議事録要約や広報紙などの作成に活用できる自治体のDXを推進するシステム～ 

 

株式会社アドバンスト・メディア（本社：東京都豊島区、代表取締役会長兼社長：鈴木清幸 以下、ア

ドバンスト・メディア）は、国内市場シェア No.1
※1

の AI 音声認識 AmiVoice を搭載した議事録ソリュ

ーションで作成した議事録を簡単に要約する目的で、米国 Microsoft 社
※2

およびオープン AI 社の大規模

言語モデル GPT‐3.5/4 を活用した要約システムを開発し、7 月上旬より取手市にて試行開始します。 

本システムは、地方自治体の DX を推進する目的で商用化を見据え開発しました。今後は、AI 音声認

識 AmiVoice 搭載の議事録ソリューションと連携し、ワンストップで議事録作成から要約までを実施で

きるシステムの構築を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発した要約システムの UI 

 

総務省は、住民の利便性向上や自治体の業務効率化などを目的とした地方行政の DX を推進していま

すが、令和 5 年発表の「自治体 DX・情報化推進概要」
※3

によれば、市区町村の AI の導入率は 35.9％

にとどまっています。一方で、「地方公共団体の総職員数の推移」
※4

によると、少子高齢化の影響で総

職員数は 1994 年をピークに減少傾向にあり、DX による自治体の業務効率化が急務となっています。 

 



 

 今回、試行開始するシステムは、AI 音声認識 AmiVoice により自動でテキスト化した議会の質疑応答

を、一問一答の簡潔な文章などに要約します。GPT-３.5/4 の活用により、要約後に必要な人の手によ

る修正を省くことができ、議事録作成と要約にかかる業務負荷を大幅に軽減することが可能です。 

取手市議会では市議会だより「ひびき」を発行しており、年４回開催される取手市議会の定例会にお

ける発言内容の要約文を掲載しています。「ひびき」に掲載している議会の要約文は、当社独自のシス

テムで以前から要約を行っていますが、本システムを活用することで、さらなる業務の効率化を図って

いく予定です。 

 また、取手市が発行する広報紙「広報とりで」でも、本システムを活用します。従来は、各部署から

所定のフォーマットで送られてくる市のイベントや検診情報をもとに、広報紙用の見やすい表を人の手

で作成していました。本システムの活用により、「会場」「時間」「イベント内容」などの必要項目を

指定するだけで、自動的に表を作成することができ、大幅な業務の削減効果が期待されます。 

 

 取手市議会は、議事録作成にかかる時間的・人的負担の軽減を目的に、AmiVoice を搭載した議事録

ソリューションを 2005 年から導入しました。導入 1 年目で、業務負荷の大幅削減・コストカットに成

功した点と、専門用語も認識する精度の高さが評価され、現在もご利用いただいています。 

今回の新システムの活用により、議会だけでなく、取手市行政全体で会議の文字起こしから要約作業

まで活用し、さらなる業務効率化の実現を目指していきます。 

 

 アドバンスト・メディアと取手市・取手市議会は、新しい民主主義の創造を図る「デモテック（＝デ

モクラシー×テクノロジー）戦略」の充実を目指し、2021 年 4 月に「音声テック関連技術連携協定」

を締結しました。さらに、2022 年 5 月には、AI 音声認識 AmiVoice と自然言語処理技術を用いて単語

の重要度や単語同士の関係性を解析する、自治体初の「議会会議録視覚化システム」を導入していま

す。 

官・民連携による行政事務の ICT 化・技術開発を共同で推進し、議論の明確化・深化のみならず、聴

覚障がい者とのコミュニケーションバリアフリー化にも取り組んでいます。 

 

 アドバンスト・メディアは、今後も地方自治体と連携し、AI 音声認識 AmiVoice と GPT を活用した

行政事務効率化に関する技術開発・提供に取り組んでまいります。 

 

【取手市、コメント】 

 2022 年後半から生成 AI 技術が報道され、行政においても効果的・効率的なアイテムとして注目して

いました。議会は公開が原則の団体でありますが、行政はさまざまな情報を保護しなければならないル

ールがあります。そのルールの中で安全に、安心して利用できるシステム構築を、音声テック協定を締

結させていただいているアドバンスト・メディア社様に依頼し、このたび導入に至りました。今後の活

用を図りつつ、さらなる向上を官民連携で構築し、市民福祉向上につなげてまいります。 

取手市 総務部情報管理課長 岩﨑 弘宜 

 
※1 出典：合同会社 ecarlate「音声認識市場動向 2023」音声認識ソフトウェア/クラウドサービス市場 

※2Microsoft は、米国およびその他の国における米国 Microsoft Corporation の商標または登録商標です。 

※3 令和 5 年 4 月 28 日総務省発表の「自治体 DX・情報化推進概要」より 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000878726.pdf 

※4 総務省「地方公共団体の総職員数の推移」より https://www.soumu.go.jp/iken/kazu.html 

  

以上 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000878726.pdf
https://www.soumu.go.jp/iken/kazu.html


 

 

 

【会社概要】＜株式会社アドバンスト・メディア＞ 

代 表 者 : 代表取締役会長兼社長 鈴木 清幸 

本 社 : 東京都豊島区東池袋 3‐1‐1 サンシャイン 60 42F 

U R L : https://www.advanced‐media.co.jp/ 

設 立 : 1997 年 12 月 

資 本 金 : 69 億 3,031 万円（18,392,724 株）（2023 年 3 月末現在） 

事 業 内 容 : ◆AmiVoice を組み込んだ音声認識ソリューションの企画・設計・開発を行う「ソリューション事業」 
◆AmiVoice を組み込んだアプリケーション商品をライセンス販売する「プロダクト事業」 

◆企業内のユーザーや一般消費者へ AmiVoice をサービス利用の形で提供する「サービス事業」 

1997 年に設立。Interactive Systems, Inc.（米国）と日本語音声認識 AmiVoice を共同で開発し事業化。2005 年には、

音声認識専業の企業として初の東京証券取引所マザーズ市場（現：グロース市場）に上場し、音声認識事業で日本で初め

て通年ベースで黒字化を達成しています。 

「HCI（Human Communication Integration）の実現」をビジョンに掲げ、人が機械に自然に意思を伝えられる「ソフ

トコミュニケーションの時代」を拓くべく、音声認識ソフトウェア・クラウドサービス市場シェア No.1（出典：ecarlate

「音声認識市場動向 2023」）の音声認識 AmiVoice を主軸にした事業を展開。会議、医療、コールセンター、建設・不動

産、物流・製造などの領域特化型エンジンとして、幅広いシーンで活用されています。 

【本件のお問い合わせ】 

報道関係 お客様 

経営推進本部 広報チーム 

・E-mail：press@advanced-media.co.jp 

・TEL：03-5958-1307 

VoXT 事業部 

・E-mail：voxt-info@advanced-media.co.jp 
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